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システム構成図
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１.システムの初期設定
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〇農業委員会サポートシステム
→農業委員会等が管理する農地台帳情報と地図情報の更新等を行うシステム。

①アクセス方法
→LGWAN回線・インターネット回線でアクセス可能です。
LGWAN回線:https://www-lg.alis-system.jp/agencyweb/login.aspx
インターネット回線:https://www.alis-system.jp/agencyweb/login.aspx

②端末スペック等
→利用にあたっての端末のスペックは下図のとおり。

①②等の詳細は「システム操作手順書_農業委員会等向け （ 1.はじめに）」に記載があります。

1-1．農業委員会サポートシステムの利用端末について

動作環境（必須スペック）項目
以下の基本ソフトウェアをご利用ください。
Microsoft Windows 10（バージョン 1903 以降必須）
または
Microsoft Windows 11（バージョン 22H2 以降必須）

基本ソフトウェア（OS）

Microsoft Edge Chromium-based（バージョン 98 以降）
または Google Chrome（バージョン 98 以降）ブラウザソフトウェア

1280 ピクセル×1024 ピクセル以上画面解像度
32Bit プロセッサの場合：3GB 以上
64Bit プロセッサの場合：4GB 以上メモリー

空き容量 5GB 以上ハードディスク
Microsoft Office 2016 以上 ※Office 365 を除く

ソフトウェア
PDF ファイルを閲覧できるソフトウェア（例：Adobe Acrobat Reader DC）

Microsoft .NET Framework 4.8フレームワーク



令和７年度 農業委員会サポートシステム 操作研修会

6

補助機能-ユーザ管理タブで以下の操作を行い
ます。

① ユーザ管理タブを表示します。

② 追加ボタンを押下し、新しい行を追加しま
す。

※システム管理者は全ユーザーの編集、追加、
削除が可能。

※一般ユーザーは自身のユーザー情報の編集等
のみ可能。

2

1-2．一般ユーザを追加する（1/3）

農業委員会サポートシステムで利用する一般ユーザの登録を行います。
※本機能は各農業委員会等の「システム管理者」のみが行える操作です。

1
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補助機能-ユーザ管理タブで以下の操作を行います。

③ 追加された新しい行を選択し、右側の入力欄を新規入力
状態に切り替えます。

④ 必要な情報を入力します。

⑤ 入力が完了したら更新ボタンを押下し、ユーザの登録を
完了します。

※ 登録が完了すると、対象の一般ユーザ宛に登録完了メール
とパスワード通知メールが届きます。

※ メールアドレスを入力しないで登録を行った場合、システ
ム管理者宛に上記メールが届きます。

【補足情報】
青枠「ロール」では、以下の選択肢から設定します。

【一般】
農業委員会等職員（一般ユーザーの全ての機能が利用できます）

【一般（市町村）】
中間管理機構から業務委託を受けている市町村部局の職員

（台帳の閲覧や申請受付での起案の作成、地図機能の利用等に利用機能
が限定されています）

3

5

1-2．一般ユーザを追加する（2/3）

農業委員会サポートシステムで利用する一般ユーザの登録を行います。
※本機能は各農業委員会等の「システム管理者」のみが行える操作です。

4
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○○農業委員会
主査 農業 太郎 様

農業委員会サポートシステムより、ユーザ情報をお知らせ致します。
農業委員会サポートシステム
<https://alis-ac.rcloud.asp.lgwan.jp/AgencyWeb/page/Login.aspx>
のログインに利用するログインIDとなります。

組織ID:01234
ログインID:TEST012345
所属:○○農業委員会
役職:主査
氏名:農業 太郎
メールアドレス:wwww@example.com
管理者か否か:否

パスワードは別途送信致します。
登録情報に間違いがある場合は、管理者様にご連絡ください。
-----------------------------------ご注意---------------------------------
このメールは、農業委員会サポートシステムが自動的に送信しています。
本メールへの返信は行わないでください。
---------------------------------------------------------------------------

登録完了メール・パスワード通知メールをご用意の上、
ログイン画面を表示します。

① ログイン画面のURL
② 組織ID、ログインID（登録完了メール）
③ パスワード（パスワード通知メール）

1

2

※登録完了メールの内容例

1-2．一般ユーザを追加する（3/3）
登録完了メール・パスワード通知メールが届きますので、ログイン可能となります。

農業 太郎 様

農業委員会サポートシステムより、ランダムパスワードをお知らせ致します。
農業委員会サポートシステム
<https://alis.ac.rcloud.asp.lgwan.jp>
のログインに利用するパスワードとなります。

パスワードをお送り致します。
安全のため、システムにログインしてパスワードを変更してください。

パスワード:2C)%h@9a

ログインIDは別途通知しているものをご利用ください。

-----------------------------------ご注意---------------------------------
このメールは、農業委員会サポートシステムが自動的に送信しています。
本メールへの返信は行わないでください。
---------------------------------------------------------------------------

3

※パスワード通知メールの内容例
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1-3．農業委員会会⾧名等を登録する
帳票出力をした際に印字される農業委員会会⾧名等を登録します。

補助機能-共通コード管理等タブで以下の操作
を行います。

① コード名「農業委員会会⾧名」を選択。

② 名称をダブルクリックして編集。

③ 更新ボタンを押下。

※同様に「市町村⾧名」、「都道府県知事名」
を設定。

1

２

３
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農業委員会サポートシステムで外字を表示させるため、外字ファイルをアップロードします。端末上に外字セットが済んで
おり、Excel等で表示される外字が農業委員会サポートシステム（EdgeまたはChromeブラウザ）で表示されない、といっ
た事象が発生した場合に、本操作を実施していただく必要があります。

1-4．外字ファイルをアップロードする

補助機能-外字アップロードタブで以下の操作
を行います。

① 「外字取込」を選択。

② ファイルアップロード画面が表示され、
「参照」から外字ファイル（各農業委員会
で管理しているTTEファイルまたはTTF
ファイル）を選択する。

③ 「送信」をクリック。

1

２

３
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1-5．外字リストを表示して代替文字を設定する【セルに直接入力】（1/2）
外字は、農業委員会サポートシステムを市町村庁舎の端末で利用する場合を除き、「■」として文字化けした表記となります。
（農業会議や農地中間管理機構等の閲覧時や、eMAFF現地確認アプリやeMAFF農地ナビ上で表示する場合が該当する。）
これを解消するために、外字の代替文字を設定する必要があります。

補助機能-外字リストタブで以下の操作を行い
ます。ここではセルに直接入力する方法を紹介
します。

① 「対応が未登録のみ」を選択。

② ■をダブルクリックで選択して文字を入力
します。

1

２
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1-5．外字リストを表示して代替文字を設定する【セルに直接入力】（2/2）

代替文字を入力して更新します。

③ セルに直接、外字に対応する文字を入力。
パソコンに標準搭載されている文字を入力
します（ここでは「純」と入力）。

④ 「更新後外字置換え」ボタンをクリック後、
確認画面で「OKボタン」をクリックする
と登録処理が始まります。

これで設定完了です。
3

4

２か所それぞれ設定してくだ
さい
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1-5．外字リストを表示して代替文字を設定する【外字文字設定画面で入力】（1/2）
外字をアップロード後、外字リストを表示します。

補助機能-外字リストタブで以下の操作を行い
ます。ここでは「外字文字設定」で設定する方
法を紹介します。

① 「対応が未登録のみ」を選択。

② 設定したい文字を選択。

③ 「外字文字設定」ボタンをクリック。

1

２

3
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1-5．外字リストを表示して代替文字を設定する【外字文字設定画面で入力】（2/2）
代替文字を入力して更新します。

外字文字設定で以下の操作を行います。

④ ユニコード文字と代替文字の欄に、外字に
対応する文字を入力。パソコンに標準搭載
されている文字を入力します（ここでは

「純」と入力）。

⑤「更新」ボタンを選択後、確認画面で
「OK」ボタンをクリックすると登録処理が
始まります。

これで設定完了です。

５

２か所それぞれ設定してくだ
さい

４
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２.基本操作_台帳情報の参照
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農家/法人の住所・氏名・ヨミガナなどから該当世帯員情報を検索する方法です。

２-１．名簿から検索する（1/4）

台帳管理-名簿から探すタブで以下の操作を行い、農家/法人情報の検索を行います。
① 検索対象を設定。（ON:白字、

OFF:黒字）

② 農家/法人の氏名やヨミガナ、住
所など検索条件を入力。

③ 検索ボタンを押下すると検索結
果が表示。

④ 詳細を表示したい農家/法人をダ
ブルクリック。

⑤ 対象データを選択した状態で、
選択ボタンをクリックする場合も、
④と同じ結果を得ることが可能。

【補足情報】
①の経営区分は、「農家/法人経営デー

タ」の項目である「経営区分」に設定され
ているデータで峻別しています。

農 家…個人農家
法 人…農業法人
その他…非農家

を設定する想定となっています。

１

2
３

４

５
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２-１．名簿から検索する（2/4）

検索の結果、一覧に表示されている農家/法人の土地・世帯員・経営体情報の詳細を参照できます。

台帳管理-台帳管理タブに遷移します。

① 土地・世帯員・経営体ごとに切り替える。
（本スライドでは土地を表示）

② 選択した世帯の土地一覧。

③ 土地一覧のうち選択した土地の一筆詳細。
タブを切り替えて情報を表示する。

※タブの続きは左下の「タブ切替」を押下すると表示される。

④ 土地一覧の履歴列に■がある土地は、履歴
情報を保持。■をタブルクリックで確認可能。

1
2

４

３
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２-１．名簿から検索する（3/4）

【補足情報】

（２）土地一覧及び一筆詳細の各項目はタブルクリックまたは
クリックすると編集可能。ただし、下の制約あり。
・農地の権利移動・借賃等調査の報告データに集計されない。
・更新履歴が作成されない。

（３）表示項目欄で任意の項目を選択することで、土地一覧の
表示項目を切り替え可能。

<主な表示項目>
基本情報①:地名地番、所有者・耕作者、地目、面積等
基本情報②:地名地番、農振・都計区分、所有者の意向等
地番／地目／面積:地番（本番区分～玄孫番を編集可能）等
貸借情報:貸借適用法、形態（権利の種類）、始期・終期等
利用状況調査情報:利用状況調査日、遊休農地区分、利用意向

調査結果等

「所有」を押す → 所有者
「貸借」を押す → 貸借人
「経由転貸」を押す→ 経由転貸人
の台帳画面にそれぞれ遷移する。

「緑色の矢印」を押す → 土地一覧が拡張表示
「橙色の矢印」を押す → 一筆詳細欄が拡張表示
※もう一度押すと元に戻ります

表示設定の☐欄にチェックを入れ
ることで、転用地を表示しない、
所有地のみ表示する、現況地目が
農地のみを表示する設定が可能
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表示している農家/法人の土地総括表の表示や、紙台帳・筆別表を出力する方法です。

① 総括表をクリックし、当該農家/法人に属す
る土地の合計筆数と面積を地目別に総括し
て表示する。

② 帳票出力をクリックすると当該農家/法人の
紙台帳及び経営農地の筆別表が出力される。

③ 遊休農地や違反転用がないか確認する。

２-１．名簿から検索する（4/4）

2

5．経営農地地筆別表（３）

所　　　　　在 登記簿（㎡）

所　有　者

利用状況調査

調査年月日

/調査結果

荒廃遊
休

区分

一時転

用

無断

転用

違反

転用

畑

2,274.00

大字／小字 地番 現　況（㎡）

3333
平成30年08月20日

浅利　徳一

畑 遊休農地ではない

2,274.00

平成30年08月20日

7,303.00

牧場

7,303.00

採草放牧地

浅利　徳一

農地法第32条第1
項第2号

3333

2白石中央１丁目

白石中央２丁目 3

３

1
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台帳管理-所在から探すタブで以下の操作を行い、
農地台帳の検索を行います。

① 所在から探すタブを表示します。

② 大字・小字など検索条件を入力します。
※大字・小字名は手入力での検索も可能です。

ただし、前方一致での検索となります。
また、大字・小字のコード番号でも検索可能です。

③ 検索ボタンを押下し、農地台帳を検索します。

④ 検索結果をダブルクリックすると、農地台帳
の詳細情報が表示されます。

【補足情報】
土地一覧で特定の土地を選択状態にして右クリックすると、後述

する「台帳・地図補正」や「申請受付」、「現地確認」の対象地と
して遷移可能。

3

2

２-２．所在から検索する

所在地などから検索し、該当土地の台帳情報を参照する方法です。

1

４
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台帳管理画面から地図画面に遷移する場合
①地図情報を参照したい土地を選択。
②「地図」ボタンをクリックすると主題図に設定している地
図に遷移する。
※主題図以外の地図に遷移する場合は、「地図」ボタンの
▽印をクリックし、遷移する地図を選択する。

（参考）台帳と地図のフルリンク機能
農業委員会サポートシステムでは、農地台帳情報と地図上の位置を相互に確認することができます。

地図画面から台帳管理画面に遷移する場合
①「選択」をクリックし、台帳情報を参照したい土地をク
リック。
※主題図以外の地図を選択する場合は、「選択」ボタンの
▽印をクリックして選択する地図を選び、台帳情報を参照し
たい土地をクリック。
②「台帳検索」ボタンをクリックする。

1

2

※

主題図については
P129参照

12

※
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土地農家詳細検索で条件を絞って台帳情報を検索することができます。

① 検索対象を選択します。

② 検索対象となるデータの条件項目を設定する場
合、「詳細設定」を選択します。

※土地データの詳細設定を行う場合は検索対象を
土地データ、世帯員データの詳細設定を行う場合
は検索対象を世帯員データを選択します。

③ 「よく使われる検索条件」は下記になります。
※令和5年4月より、「担い手経営体の経営地（耕作地）」、「認定農

業者の経営地」を新規追加しました

2-3．土地農家詳細検索で検索する（1/3）

1 ２

３
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土地農家詳細検索で条件を絞って台帳情報を検索することができます。詳細設定の操作方法について説明します。

① 条件項目の設定を行います。

・条件→検索条件として設定。
・表示→検索結果で情報が表示される。
・集計→検索後、表示項目として設定した条件の合計値
を集計。（「集計」の背景が白い項目のみ。左画面黒枠）

② 設定後、更新ボタンをクリックします。

2-3．土地農家詳細検索で検索する（2/3）

２

1
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土地農家詳細検索で条件を絞って台帳情報を検索することができます。

① 検索対象が土地データの場合、所在等から絞っ
て検索ができます。

② 検索する条件を設定します。まずは種類を選び、
条件項目等を選択します。

※検索対象以外のデータを検索条件として設定できます。
検索対象:土地データ 種類:農家/法人
条件項目:今後の経営の意向 比較演算子:と等しい
条件値:規模縮小（離農含む）
→今後の経営意向を規模縮小と希望している経営体の世帯

員が所有している土地を検索

③ 条件を設定後、検索をクリックします。

➃ 検索結果をCSVで出力可能です。土地データの
情報が全て出力され、必要な検索条件に合致した台
帳情報を独自に活用することが可能です。

※検索結果の表示上限は1万件までですが、CSVで出力す
る際は検索結果対象データが全て出力されます。

2-3．土地農家詳細検索で検索する（3/3）

３

２

４

チェックをいれるこ
とでCSV出力時に所
有者等の住所も表示
される。

1
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（参考）土地農家詳細検索結果を地図で確認する

土地農家詳細検索でも検索した土地が、地図のどこにあるか即座に確認することができます。

①以下のいずれかの方法ですべての土地を選択状態にする
・一番上の土地をクリック → キーボードの「SHIFT」を押しながら「↓」を押していく
・一番上の土地をクリック → キーボードの「SHIFT」を押しながら一番下の農地をクリック
・キーボードの「CTRL」を押しながら各土地を一つずつクリック
②「地図」ボタンをクリックする。

1

2
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台帳管理-台帳管理タブで以下の操作を行い、農
地台帳に土地の追加を行います。

① 追加ボタンをクリックします。

② 追加ボタンを押すと下記のメッセージ画面が
表示されます。現在選択している土地（左画
面で青くなっている土地）の情報をコピーす
る場合は「はい」、コピーしない場合は「い
いえ」を選択します。

【補足情報】
農業委員会サポートシステムで土地の情報を追加する方法は下記
の通り。
①台帳管理画面で土地を追加する。
②固定台帳との突合で土地を追加する。
③台帳・地図補正-一括更新補正タブの「土地一括登録」で土地を
追加する。

1

2-4．土地を農地台帳に追加する（1/2）

農業委員会サポートシステムに土地を追加する方法について説明します。

2
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③ コピーした場合は情報を修正、コピーしなかった場合は情報を新規に入力します。
➃ 情報の修正、入力が完了後、更新ボタンをクリックします。

2-4．土地を農地台帳に追加する（2/2）

農業委員会サポートシステムに土地を追加する方法について説明します。

コピーした場合 コピーしなかった場合
4

3

4

3
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2-5．追加した土地の地図情報を作成する

農業委員会サポートシステムに追加した土地の地図情報を作成する方法について説明します。

地図管理で以下の操作を行い、農地台帳に追加した土地
の地図情報を作成します。
① 追加した土地の地図上の位置まで移動し、主題図を

「農地地図」に設定している場合、図形編集-農地編
集-入力を選択します。

①‘ 主題図を「紐づけ地図」に設定している場合、図形
編集-区分地図編集-入力を選択します。

② 選択後、作成開始メッセージが表示されます。ク
リックすると作成が開始されます。頂点をクリック
→線を引くを繰りかえし作成し、ダブルクリックで
作成が終了します。

③ 作成した地図に台帳情報を登録します。「台帳候
補」ボタンから土地の所在を検索し、「保存」ボタ
ンをクリックします。

※線を引き直す場合は、右クリックを押すと下記左図の
メッセージ画面が表示され、1つ前の頂点に戻り線を引
き直すことができます。

1 1′

3

主題図については
P129参照

2
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1

2

2-6．農地台帳から土地を削除する（1/2）

農業委員会サポートシステムに登録されている土地を削除する方法について説明します。

台帳管理- 台帳管理タブ₋土地データで以下の操作を
行い、農地台帳の土地の削除を行います。

① 削除したい農地を選択します。

② 「削除」ボタンをクリックします。
※「削除」ボタンを押した時点では土地は削除されません

【補足情報】
農業委員会サポートシステムで土地の情報を削除す
る方法は下記の通り。
①台帳管理画面で土地を削除する。
②台帳・地図補正-農地補正タブの「削除」で土地を
削除する。

③固定台帳との突合で土地を削除する。
④台帳・地図補正-一括更新補正タブの「土地一括削
除」で土地を削除する。

※②③④の操作で削除した場合、削除した時点の土
地情報の確認は「土地農家詳細検索」の対象データ
「土地履歴データ」で確認可能。

台帳・地図補正機能での
削除方法はP82～83参照
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台帳管理-台帳管理タブで以下の操作を行い、農
地台帳の土地の削除を行います。

③削除の対象地となった土地は「削除」ボタンク
リック後、緑色で表示されます。

この状態は削除の対象地であるという表示です。
この状態以外の土地は次の④の操作をしても削

除されません。

④「更新」ボタンをクリックします。

３

４

2-6．農地台帳から土地を削除する（２/2）

農業委員会サポートシステムに登録されている土地を削除する方法について説明します。
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2-7．農家・法人を新規に登録する（1/3）

農業委員会サポートシステムに農家・法人等を新規に登録する方法について説明します。

台帳管理-農家/法人新規登録タブで以下の操作を行います。

① 新規登録する経営体区分を選択します。
② 「農家/法人番号」と「世帯番号」を入力します。
③ 新規登録する農家・法人の所在地、名前等を入力します。
➃ 入力完了後、更新ボタンを押下します。

※農家/法人番号と世帯員番号は入力がなくても自動で生成される。
農家/法人番号は、農業委員会サポートシステムで管理していく上で
の番号。
※世帯番号は住基台帳の世帯番号のことを指します。
※住基台帳との突合を考えていく上で、世帯番号、世帯員番号は住基
台帳と同じもので登録するのが望ましいです。登録する際、把握して
いなければ任意で登録し、確認後に変更することが可能です。

※農事組合や農協は【補助機能-共通コード管理等】であらかじめ登
録しておく必要有。

【補足情報】
農業委員会サポートシステムで人の情報を追加する方法は下記の通り。
①「農家/法人新規登録」で追加する。
②住基台帳との突合で追加する。
③台帳・地図補正-一括更新補正タブの「農家法人世帯員一括登録」で追加する。

1
2

3

4

必須項目

生年月日、性別、続柄、
住民区分、国籍、在留
資格、EMAIL、担い手
等区分も、この段階で
登録できるようになり
ました。
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市町村外の農家・法人等を登録する方法について、説明します。

パターン① 大字「市町村外」を作成し、登録する。

①【補助機能-共通コード管理等-大字】で大字名「市町
村外」を追加し、更新ボタンを押下します。
②【台帳管理-農家/法人新規登録】で大字「市町村外」
を選択します。

1

2

2-7．農家・法人を新規に登録する（2/3）

1
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市町村外の農家・法人等を登録する方法について、説明します。

パターン② 新規登録する農家・法人の実際の所在地で登録する。

①【台帳管理-農家/法人新規登録】で「市町村検索」を
選択します。
②市町村検索画面が表示され、「都道府県名」「市町村
名」を選択せずに、または検索したい市町村名を入力し、
検索ボタンを押下します。
③全市町村名、または入力した市町村名が表示されるの
で、該当市町村を選択し、選択ボタンを押下します。
➃市町村選択後、必要情報を入力し、更新ボタンを押下
します。

2-7．農家・法人を新規に登録する（3/3）

1

2

3

4
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「農家／法人新規登録」で登録された内容は「世帯員データ」「農家／法人経営体データ」に反映され、編集もできます。

2-8．世帯員情報・経営体情報を入力する（1/2）

例として続柄、年齢の入力方法を説明します。

①続柄は赤枠部分をダブルクリックし、該当
する続柄を選択します。

②年齢は「生年月日」に入力後、自動計算さ
れます。
※和暦表示となっているが、西暦で入力後、
自動変換されます。
1965/1/26 → S40.01.26

③各種タブを選択し、必要な情報を入力しま
す。（農家／法人経営データも同様）

④入力完了後、更新ボタンを押下します。

1 ２

3

４
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「農家／法人経営データ」と「世帯員データ」（経営主）の共通項目は連動します。

2-8．世帯員情報・経営体情報を入力する（2/2）

「農家/法人経営データ」 と
「世帯員データ」（経営主）の共通項目は一
方に入力すれば、他方に自動反映されます。

（共通項目）
市町村名、大字、小字
電話番号、FAX
郵便番号、住所、E-Mailアドレス
担い手等区分
認定年月日(認定農業者)
認定年月日（認定新規就農者）
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農地法３条（所有権移転）の許可をした場合や農地法３条の３の届出があった場合は所有権を取得した者の国籍を世帯員データ
に入力します。

2-9．国籍情報の入力（1/３）

①「世帯員データ」を開くと「国籍」欄
があるため、ここに国籍を入力

・所有者が法人の場合は設立国を本欄に
入力

・国籍をリストから選択。国籍を直接入
力すると先頭一致でリストを絞り込むこ
とも可能

②入力完了後「更新」を押下

４

「在留資格」も入力しておくのが良い

【既存所有者の国籍記録について】
毎年実施する住民基本台帳との照合に
より記録する

1

２
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所有者が法人の場合、役員・使用人・主要株主等の氏名・住所・国籍等も入力します。

2-9．国籍情報の入力（2/3）

「農家／法人経営データ」の
「法人役員・主要株主等」から入力

①「追加」を押下

②１行プラスされるので

③下段の欄に氏名、住所、国籍等を入力

④「更新」を押下1

２

３

４

【参考】

役員
理事、取締役、業務執行社員など

使用人
耕作等の事業の権限・責任を有する使用人

主要株主等
総議決権の５％以上を有する株主・出資者



令和７年度 農業委員会サポートシステム 操作研修会

38

役員、使用人、主要株主等の入力欄について説明します。

2-9．国籍情報の入力（３/3）

氏名・住所・国籍の３点は法定項目のた
め最低限入力します

【参考】
あらかじめ「法人情報」に総議決権数
を入力しておくと、議決権割合を自動
判定し、５％未満の株主・出資者は登
録から弾かれます。

・追加する役員等がすでに世帯員として登録されている場合
→「名簿」から検索して設定する

・未登録の場合→直接入力
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各世帯に世帯員を新規に追加する方法について、説明します。

2-10．各世帯に世帯員を追加する（1/2）

①【台帳管理-名簿から探す】より、追
加したい世帯を検索し、画面下部の追
加ボタンを押下します。

②新しい行が追加されます。
※世帯員番号が自動生成されますが、
住基台帳の世帯員番号がわかる場合は
そちらを入力することで突合処理で連
携が可能となります。

1

2
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各世帯に世帯員を新規に追加する方法について、説明します。

2-10．各世帯に世帯員を追加する（2/2）

①必要な情報を入力します。

②入力完了後、更新ボタンを押下しま
す。

1

２
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世帯に登録されている世帯員を削除する方法について、説明します。

2-11．世帯員・経営体を削除する【世帯員の削除】（1/2）

台帳管理-台帳管理タブ₋世帯員データ
で以下の操作を行い、各世帯の世帯員
の削除を行います。

① 削除したい世帯員を選択します。

② 「削除」ボタンをクリックします。
※この操作だけでは世帯員は削除され

ません
1

2
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世帯に登録されている世帯員を削除する方法について、説明します。

2-11．世帯員・経営体を削除する【世帯員の削除】（2/2）

台帳管理-台帳管理タブ₋世帯員データ
で以下の操作を行い、各世帯の世帯員
の削除を行います。

③削除の対象となった世帯員は「削
除」ボタンクリック後、緑色で表示さ
れます。

この状態は削除対象の世帯員である
という表示です。

この状態以外の世帯員は次の④の操
作をしても削除されません。

④「更新」ボタンをクリックします。

３

４
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登録されている経営体データを削除する方法について、説明します。

2-11．世帯員・経営体を削除する【経営体の削除】

台帳管理-台帳管理タブ₋農家/法人デー
タで以下の操作を行い、経営体の削除を
行います。

①削除したい経営体を検索し、「削除」
ボタンをクリックします。

②「削除」ボタンクリック後、下記メッ
セージが表示されます。「OK」をク
リックすると経営体データが削除されま
す。

２

１
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土地・世帯員データは条件に応じて赤、ピンク、青で色分けされます。複数条件を満たす場合、色分けの優先度は赤＞ピンク＞青です。

【土地データ】
赤 転用形態が 転用/非農地判断/その他
ピンク 納税猶予区分が 贈与税/相続税/

不動産取得税/調査中
農業者年金処分が 第１種加算/第２種加算
特定処分対象地が 対象
生産緑地区分が 有/調査中

青 貸借が 借受人/貸借適用法
経由転貸が 経由転貸人/経由転貸適用法

（参考）土地データ、世帯員データの文字色

【世帯員データ】
赤 注意区分にチェックされている
ピンク 異動区分または住民区分に「死亡」が入力

されている
青 異動区分に「転出」または住民区分に

「非住民」が入力されている

初期表示、または、入力されたタイミングで色付けされます（土地データの赤のみ更新後の再表示の際に色付け）。

土地データの青は「貸借」タブを確認
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2-12．共有名義の作成方法（1/4）

相続等の際の共有名義の農地については、【台帳管理】-【土地データ】-【基本情報】内と、下段の【共有農地】内に項目があります。

共有者の一覧と
持分比率などが
確認できる

【共有農地】タブは、左下
の「タブ切替」をクリック
することで表示される

【共有農地】タブは、左下
の「タブ切替」をクリック
することで表示される

共有名義の農地は
「共」と表記される
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2-12．共有名義の作成方法（2/4）

共有名義は、世帯員情報（【台帳管理】-【世帯員／構成員データ】タブ）において、個々の共有名義人とは別の世帯員情報として作成し、
管理をします。

「農業０６ 正典」と
「農業０６ 正典 外１名」は
別の世帯員情報として管理する

「農業０６ 正典」と
「農業０６ 正典 外１名」は
別の世帯員情報として管理する
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2-12．共有名義の作成方法（3/4）

相続等の際の共有名義の作成方法について、説明します。
今回はすでに登録されている世帯に共有名義を登録する方法について、説明します。

まずは、共有名義の世帯員情報を登録します。

【台帳管理】-【台帳管理】-【世帯員デー
タ】タブを開き、以下の操作を行う。

① 共有名義を作成する世帯を検索し、「追
加」ボタンをクリック。

② 空白の行が追加されるので、共有名義と
わかるよう氏名、ヨミガナを入力。

例）〇〇 ××他△名

※数字は全角で入力。
※世帯員番号は自動生成される。

③ 入力完了後、「更新」ボタンをクリック。

【補足情報】
・新規の世帯に共有名義を登録する場合、「農家/法

人新規登録」で登録する。
・住基台帳で共有名義が管理されている場合、世帯

員番号は住基台帳と同じものを登録することを推
奨。

・不明な場合は任意の値で登録し、住基台帳との突
合の際に削除、または二重に登録されないよう操
作が必要です。①

②

③
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2-12．共有名義の作成方法（4/4）

次に、作成した共有名義の世帯員情報に、共有者の一覧と共有持
分の按分率を登録します。

【台帳管理】-【台帳管理】-【共有者管理】タブで以下の操作を
行う。

① 「共有代表者」欄の右側の「名簿」をクリックして、前ペー
ジで作成した共有名義を検索。

② 「共有者」欄の右側の「名簿」をクリックして、共有者を検
索。

③ 共有持分の按分率を入力し、「追加」をクリック。

➃ 「共有者一覧」に追加される。

※共有者の数だけ、②～➃の操作を行う。

⑤ 入力完了後、「更新」をクリック。

①

② ③

④

⑤
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3.実務操作_各種帳票の出力
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各種帳票-証明/交付/指導文書等タブで以下の
操作を行います。

① 証明/交付/指導文書等タブを表示します。

② 出力する帳票の種別を選択します。

③ 申請人、代理人を「名簿」から検索します。

④ 申請目的等を入力します。

⑤ 帳票出力ボタンを押下します。

※対象地の選択欄にチェックを入れると、出力
する対象地を絞り込むことができます。

3-1．耕作証明願を交付する

農業委員会等の窓口において、農家/法人等より証明書願などを受領した場合に、証明書／交付書／指導文書を交付します。

耕作証明のサンプル

４

１

３

５

2

※

申請目的は「補助機能」の
「交付履歴」に反映される
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各種帳票-証明/交付/指導文書等タブで以下の
操作を行います。

① 証明/交付/指導文書等タブを表示します。

② 出力する帳票の種別を選択します。

③ 申請人、代理人を「名簿」から検索します。
検索後、申請人の所有する土地が「対象
地」に表示されます。

④ 申請目的等を入力します。

⑤ 対象地を追加したい場合は検索ボタンを押
下し、対象地を検索します。

⑥ 対象地を削除する場合、該当地の選択に
チェックを入れ、「行削除」を押下します。

⑦ 設定が完了後「帳票出力」を押下します。

3-2．現況証明願を交付する

農業委員会等の窓口において、農家/法人等より証明書願などを受領した場合に、証明書／交付書／指導文書を交付します。

１
２

３ ４

５

６

７

現況確認願のサンプル

申請目的は「補助機能」の
「交付履歴」に反映される
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各種帳票を出力する場合、各種帳票-台帳/
一覧/通知書タブで以下の操作を行います。

① 台帳/一覧/通知書タブを表示します。

② 出力する帳票の種別を選択します。

③ 検索条件を入力します。「出力対象」
のチェックを外すことで不要な筆別表
は出力されません。

④ 帳票出力ボタンを押下し、印刷します。

3-3．農地台帳を出力する

農業委員会等は業務の実施に活用するために農家・法人一覧、世帯員一覧等の各種帳票を出力します。

１

2

3

4
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閲覧用農地台帳の提示、農地台帳記録事項要約
書の交付を行う場合、各種帳票-窓口帳票タブ
で以下の操作を行います。なお、出力される閲
覧用農地台帳と農地台帳記録事項要約書につい
ては、検索結果一覧に表示された対象地のうち
「選択した対象地のみ」が出力されます。

① 窓口帳票タブを表示します。

② 閲覧用農地台帳または農地台帳記録事項要
約書を選択します。

③ 検索ボタンを押下し、検索を行います。

④ 検索結果に対象地のリストが表示されるの
で、対象地を選択します。

⑤ 帳票出力ボタンを押下します。

２

３

５

3-4．閲覧用農地台帳／要約書を交付する

農業委員会等の窓口において、農家/法人等より農地台帳閲覧等の請求を受けた場合に、閲覧用農地台帳を提示、または農
地台帳記録事項要約書を交付します。

１

４
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4.実務操作_台帳・地図補正での情報更新
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（参考）農業委員会サポートシステムでの権利関係の更新方法

農業委員会サポートシステムでの権利関係の情報の更新は下記の４パターンとなります。

借賃等調査データの自動作成履歴の作成更新方法

作成されない作成されない①台帳管理画面で直接更新

作成されない台帳補正として履歴が作成②「台帳・地図補正」で更新

作成される許可案件⇒議案補正
報告案件⇒報告補正
として履歴が作成

③「申請受付」～「議案処理」で更新

作成されない一括更新として履歴が作成④「土地データ一括更新」で更新
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台帳・地図補正-権利補正-所有権タブで以下の操
作を行います。

① 対象地を検索。

② 補正したい土地を選択。

③ 所有権の各情報を入力。

④ 更新ボタンを押下します。

※台帳・地図補正-権利補正の入力内容は「申請
受付」の入力内容と同様となります。

4-1．所有権補正を行う

:必須項目

３

４

申請受付-議案処理を通さず権利情報を更新することができます。

１
２
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台帳・地図補正-権利補正-賃借権タブで以下の操
作を行います。

補正内容が同一であれば、複数土地を選択して一括で
補正を行えます。

① 対象地を検索。

② 補正したい土地を選択。

③ 貸借権の各情報を入力。

④ 更新ボタンを押下します。

4-2．貸借権補正を行う

申請受付-議案処理を通さず権利情報を更新することができます。

１２

３

４
:必須項目
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① 対象地を検索。

② 補正対象の土地を選択。

③ 「貸借・転貸・一括」から転
貸を選択。

※「貸借・転貸・一括」は選択は下記
のとおり。

転貸:所有者→機構
貸借:機構→受け手
一括:所有者→機構→受け手

④ 転貸の各情報を入力。

適用法は、
農用地利用集積等促進計画

→「機構法」

※過去の未入力案件として、農用地利用集
積計画による権利設定を入力する場合
→「基盤強化促進法利用権」

⑤ 更新ボタンを押下。

4-3．貸借権（中間管理）補正を行う【所有者・機構間】

:必須項目

１

申請受付-議案処理を通さず権利情報を更新することができます。

台帳・地図補正-権利補正-貸借権（中間管理）タブで以下の操作を行います。

４

５

３

２
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① 対象地を検索。

② 補正対象の土地を選択。

③ 「貸借・転貸・一括」から
貸借を選択。

④ 貸借の各情報を入力。

⑤ 更新ボタンを押下。

※貸借権の補正内容を登録する際、
対象の土地データに経由転貸情報
が設定されていない場合は警告画
面が表示され更新することはでき
ません。

4-3．貸借権（中間管理）補正を行う【機構・受け手間】
申請受付-議案処理を通さず権利情報を更新することができます。

:必須項目

台帳・地図補正-権利補正-貸借権（中間管理）タブで以下の操作を行います。

１

３ ４

５

２
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① 対象地を検索。

② 補正対象の土地を選択。

③ 「貸借・転貸・一括」から一
括を選択。

④ 経由転貸情報、貸借情報の各
情報を入力。

※適用法は、
農用地利用集積等促進計画→「機構法」

過去の未入力案件として農用地利用集積計
画による権利設定を入力する場合は
→「基盤強化促進法利用権」

⑤ 更新ボタンを押下。

4-3．貸借権（中間管理）補正を行う【一括（所有者・機構・受け手間）】
申請受付-議案処理を通さず権利情報を更新することができます。

台帳・地図補正-権利補正-貸借権（中間管理）タブで以下の操作を行います。

:必須項目

１

３
４

５

２
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4-4．農地転用補正を行う

申請受付-議案処理を通さず権利情報を更新することができます。

:必須項目

台帳・地図補正-権利補正-農地転用タブで以下の操
作を行います。

① 対象地を検索。

② 補正対象の土地を選択。

③ 転用形態などの情報を入力。

④ 更新ボタンを押下します。

※農地法5条を入力する場合、受け人情報や賃料を
入力する画面が表示されます。（左図は農地法4条
の場合）

３

４

申請受付-議案処理を通さず権利情報を更新することができます。

２ １
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台帳・地図補正-権利補正-解約タブで以下の操作を
行います。今回は「貸借」を選択。

① 対象地を検索。

② 補正対象の土地を選択。

③ 「貸借・転貸・転用」から貸借を選択。

④ 解約の種類などの情報を入力。

⑤ 更新ボタンを押下します。

4-5．解約補正を行う

:必須項目

３ ４

５

申請受付-議案処理を通さず権利情報を更新することができます。

２ １
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台帳・地図補正-権利補正-解約（中間管理）タブで以
下の操作を行います。今回は「一括」を選択。

① 対象地を検索。

② 補正対象の土地を選択。

③「貸借・転貸・一括」から解約の対象を選択。

④ 解約の情報、適用法などを入力。

⑤ 更新ボタンを押下します。

※「貸借・転貸・一括」は選択は下記のとおり。
転貸:所有者→機構の処理
貸借:機構→受け手の処理
一括:所有者→機構→受け手の処理

4-6．解約（中間管理）補正を行う

:必須項目

５

４３

１

申請受付-議案処理を通さず権利情報を更新することができます。

２
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4-7．現況地目の補正を行う

非農地判断等による現況地目の変更等を行う場合、「台帳・地図補正」で変更できます。

:必須項目

台帳・地図補正-権利補正-現況タブで以下の操作を
行います。

補正内容が同一であれば、複数土地を選択して一括で補
正を行えます。

① 対象地を検索。

② 補正したい土地を選択。

③ 現況判定地目などの情報を入力。

④ 更新ボタンを押下します。

１

３

４

２
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4-8．一括承継の補正を行う

一括承継を行う場合、「台帳・地図補正」で修正ができます。

台帳・地図補正-権利補正-一括承継タブで以下の
操作を行います。※一括承継タブは、右クリック
メニューから遷移はできません。

① 承継元となる世帯員（承継対象項目を承継し
たい世帯員）を選択。

② 承継対象項目（所有者、借受人、経由転貸人、
登記上の所有者）を 1 つ以上 選択。

③ 対象地を検索。（条件に合致する土地が表示
される。）

④ 承継対象地を選択。

⑤ 承継先を選択。

⑥ 更新ボタンを押下します。

※ :必要に応じて、承継対象とする土地
の所在地や、貸借終了年月日（〇月〇日から×月
×日までの間で指定されているもの）期間を選択。

:必須項目

１
２

３

５

６

※ :CSV 出力ボタンをクリックすることで、承継対象の選択で設定した条件に
合致する土地の一覧（一括承継対象地一覧の出力 ）を CSV 形式で出力できます。CSV 
には選択のチェックを外しているものも含めて検索表示された全件が出力されます。

４
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土地農家詳細検索から農振区分を変更する
土地を検索します。

① 土地農家詳細検索から該当の土地の絞り
込み検索を行います。

② 検索した結果から該当の土地を複数選択
します。

③ 選択した土地から右クリックします。

④ 台帳・地図更新の農振法を選択します。

【補足情報】
土地農家詳細検索機能の検索結果はCSV出力できるため、

必要な検索条件に合致した台帳情報を独自に活用すること
が可能。

１

１

１
２

４
３

4-9．農振見直しに伴う補正を行う（1/2）

農振区分の見直しが発生した場合に台帳補正を行います。（履歴は残りません）
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台帳・地図補正-その他補正-農振法タブか
ら農振区分の変更を行います。

① 選択されている土地が正しく選択され
ているか確認します。

② 農振法区分の選択します。

③ 更新ボタンを押下します。

２

３

4-9．農振見直しに伴う補正を行う（2/2）

農振区分の見直しが発生した場合に台帳補正を行います。（履歴は残りません）

１
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世帯が分離・合併される際の操作方法について説明します。
まずは世帯分離の操作について説明します。

4-10．世帯分離・合併を行う（世帯分離）

台帳・地図補正-世帯補正-分離タブで以下の操
作を行います。

① 分離元となる農家を検索します。

② 分離される人の「選択」をクリックし
チェックを入れます。

③ 選択確定ボタンをクリックします。

④ 画面下部に分離される人が表示されますの
で、必要な情報の修正・入力を行います。

⑤ 修正・入力後、更新ボタンをクリックしま
す。

※オレンジ枠は入力必須項目。
「大字/小字」は分離後の所在となる項目を

選択。

1

2 3

4

５
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世帯が分離・合併される際の操作方法について説明します。
次は世帯合併の操作について説明します。

4-10．世帯分離・合併を行う（世帯合併） （1/2）

台帳・地図補正-世帯補正-合併タブで以
下の操作を行います。

① 合併される農家を検索します。

② 対象となる人の「選択」をクリック
しチェックを入れます。

③ 合併元の農家を選択します。

④ 「選択確定」ボタンをクリックしま
す。

※「経営主」を合併する場合は、全世帯
員にチェックをいれます。

1

2

3 4
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世帯が分離・合併される際の操作方法について説明します。
次は世帯合併の操作について説明します。

4-10．世帯分離・合併を行う（世帯合併） （2/2）

台帳・地図補正-世帯補正-合併タブで以下の
操作を行います。

① 合併元の農家に人が追加されますので、
情報の修正、入力を行います。

②修正・入力後、「更新」ボタンをクリック
します。

1

2
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〇対象となる土地の検索方法

パターン①
【台帳地図・補正】-「農地補正」-分筆より、検索ボタンを
クリックし、対象地を検索。

パターン②
【台帳管理】より、対象地を検索し、選択したのちに右クリック。
「台帳・地図補正」-分筆を選択。

登記済み通知書を基に、農地台帳と農地区画図を２筆に分筆する手順を説明します。

4-11．分筆を行う（1/5）
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台帳・地図補正-農地補正タブ-分筆タブで以下の操作を行う。
①補正対象欄の選択にチェックを入れる。 ②「地図も同時に更新する」にチェックがついていることを確認。
③分筆年月日を入力。 ④選択確定ボタンを押下。
⑤分筆後の合計面積の確認。 ⑥分筆後筆数を確認。

※分筆後の合計面積が変更となる場合は合計面積を入力。

１

4-11．分筆を行う（2/5）

２

３

４
５ ６
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⑦所在を変更。（「枝番」等の入力） ⑧登記簿地目を変更。
⑨登記簿面積を入力。 ⑩現況地目を変更。

※登記簿面積(内訳)、現況面積、本地面積は自動で入力した値に変更される。
⑪登記異動事由を入力。 ⑫登記異動年月日を入力。
⑬更新ボタンを押下。

７ ８ ９ 10

11 12

13

4-11．分筆を行う（3/5）
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4-11．分筆を行う（4/5）

地図管理（主題図に設定した地図）に遷移し、分割する図形が選択されているので次の操作を行う。
①地図画面上で左クリックをすると頂点が作成される。次の頂点としたい地点で左クリックすることで、次の頂点が作成

される。この操作を繰り返して図形を分割し、最後にダブルクリックすると作図が完了し分割される。
②分割された土地に1，2,,,と番号が自動で振られるので、「紐づけ地図分割」の番号欄に対応する番号を入力。
③保存ボタンを押下。
④「台帳の面積を更新しますか?」のメッセージがでるので「キャンセル」を選択。

※④の「台帳の面積」とはGIS上で計算された面積で上書きすることを意味するので、正確な登記面積が分かっている場合は原則キャンセルを選択。

１

２
３

４

２

対象地が2筆に分割される
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4-11．分筆を行う（5/5）

地図管理（主題図に設定した地図）に遷移し、分割する図形が選択されているので次の操作を行う。
主題図が「農地区画」の場合は、前ページ②の「紐づけ地図分割」の表示が「農地分割」となり、「農地区画（青色）」
が分割される。
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主題図を「紐づけ地図」に設定している場合は、紐づけ地図（ピンク色）が分筆される。
紐づけ地図は定期的に更新されるが、更新に利用する地図データの地番情報と台帳データの筆の地番情報が異なると、紐づけ地図の更新に
より台帳との紐づけが外れ、その筆の紐づけ地図が表示されなくなる可能性がある。

（例:更新に利用する地図が分筆前の時点、台帳が分筆後の時点のデータの場合、地番が異なるため紐づけが外れ、紐づけ地図が表示されなくなる）
そのため、現状では、紐づけ地図を分筆した後に、紐づけ地図を「区分地図（赤色）」に複製することが望ましい。

4-11．分筆を行う（留意事項）【分筆した筆を区分地図に複製する】

「選択」欄で「紐づけ地図」を選択し、
地図画面上の分筆した筆をクリック
（キーボードの「Shift」を押しながらク
リックすることで複数筆を選択可能）

１ ２
「図形編集」→「区分地図
編集」→「複製」を選択

「区分地図複製」画面の
「複製」をクリック

３

４

「区分地図（ピン）」と「区分
地図（区画）」レイヤに区分地
図として分筆した土地が複製さ
れる（赤色）

レイヤの説明は
P125～127参照
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4-12．農地の一部を転用または貸付を行う（貸付分割）（1/4）

登記によらず、農地の一部を転用、または貸し付ける場合の操作方法（貸付分割）について説明します。

〇対象となる土地の検索方法

パターン①
【台帳地図・補正】-「農地補正」-貸付分割より、検索ボタンをク
リックし、対象地を検索。

パターン②
【台帳管理】より、対象地を検索し、選択したのちに右クリック。
「台帳・地図補正」-貸付分割を選択。
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台帳・地図補正-農地補正タブ-貸付分割
タブで以下の操作を行います。

① 補正対象欄の選択にチェックを入れ
ます。

② 地図も同時に更新するにチェックが
ついていることを確認します。

※台帳のみ分割する場合はチェックを外
す。

③ 選択確定ボタンを押下します。

④ 分割年月日を入力します。

⑤ 分割後の合計面積の確認します。
※分割後の合計面積が変更となる場合は
先に合計面積を入力する。

⑥ 分割した土地の「区分」に任意の値
を入力します。
※「区分」に値を入力する場合、全角と
なる。（数字、英字、文字での入力が可
能。）

登記によらず、農地の一部を転用、または貸し付ける場合の操作方法（貸付分割）について説明します。

4-12．農地の一部を転用または貸付を行う（貸付分割）（2/4）

１

２
３

４ ５

６
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登記によらず、農地の一部を転用、または貸し付ける場合の操作方法（貸付分割）について説明します。

4-12．農地の一部を転用または貸付を行う（貸付分割）（3/4）

台帳・地図補正-農地補正タブ-貸付分割タブ
で以下の操作を行います。

① 登記簿面積（内訳）を入力します。登記
(2筆の場合、下部の土地に面積を入力す
ると上部の面積が自動で変更になりま
す。）

② 登記簿面積（内訳）に面積を入力すると、
現況面積、本地面積が自動で変更となり
ます。

※登記簿面積（内訳）→貸付分割した土地が
あった場合、登記簿面積で集計すると、2重
に計上されてしまうため、登記簿での集計は
登記簿面積（内訳）で行う仕様になっている。

③ 現況地目を変更する場合は、入力を行い
ます。

➃ 更新ボタンを押下します。
「登記簿面積の合計が一致しませんがよろし
いですか?」と注が表示されますが、登記簿
面積は変更しないため、「OK」を押下します。

１ ２３

4
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地図管理に遷移し分割する図形が選択されていま
すので以下の操作を行います。

① 分割するラインをクリックします。（最後の
確定はダブルクリックして下さい。）

② 図形の番号と土地の所在が一致するよう、確
認して選択します。

③ 保存ボタンを押下します。

④ 台帳の面積を更新しますか?のメッセージが
でますので「キャンセル」を選択します。

⑤ 分割した地図情報は「区分地図レイヤ」に保
存されます。貸付分割した地図情報を確認す
るには、レイヤ一覧にある「区分地図（ピ
ン）」と「区分地図（区画）」の表示を
「ON」にしてください。（青いボタンをク
リックして表示を切り替えます）

【補足情報】
④の「台帳の面積」とはGIS上で計算された面積で上書

きすることを意味するので、農地補正で入力した面積が正
値な場合は原則キャンセルを選択。

１

２

３

登記によらず、農地の一部を転用、または貸し付ける場合の操作方法（貸付分割）について説明します。

4-12．農地の一部を転用または貸付を行う（貸付分割）（4/4）

４

５

レイヤの説明は
P126～128参照
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（参考）分筆・貸付分割で引き継がれる項目

分筆や貸付分割で新規作成される土地は、多くの項目を分筆・分割元から引き継ぎます。
具体的には「分筆タブ/貸付分割タブ」の画面上で入力する項目（※）以外のすべての項目を引き継ぎます。

土地履歴データは、従前通り引き継がれませんのでご留意ください。

（※）分筆/貸付分割時の入力項目
分筆年月日、市町村名、大字、小字、本番区分～玄孫番、区分、耕地番号
所有者、借受人、共有区分
登記簿地目、登記簿面積、登記簿面積（内訳）、 現況地目、現況面積、本地面積
農地種別、納税猶予、特定処分、生産緑地区分、農振法区分、都市計画法区分、圃場整備、区画整理、耕作状況、メモ欄
（分筆タブのみ:登記異動事由、登記異動年月日）
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削除をした履歴を残しつつ、土地を削除する方法を説明します。

台帳・地図補正-農地補正タブ-削除タブで以下
の操作を行います。

① 削除する土地を検索します。

② 補正対象欄の選択にチェックを入れます。

③ 更新ボタンをクリックすると下記メッセー
ジが表示されます。

④ 「OK」をクリックすると土地が削除され
ます。

１

２

３

４

4-13．土地を削除する（1/2）
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削除された土地を、土地農家詳細検索で確認します。

土地農家詳細検索タブで以下の操作を行います。

① 検索対象を「土地履歴データ」にします。

② 検索条件を下記のように設定します。
種類:土地履歴
条件項目:大字コード
比較演算子:と等しい
条件値:宮城

→大字コードが宮城と設定されているで履歴の
発生した（権利移動や転用、削除等）土地を検
索する。

③ 「検索」をクリックします。

④ 検索条件に合致した土地が表示されます。

１
２

３

４

4-13．土地を削除する（2/2）
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5.実務操作_申請受付・総会業務
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■本システムでの操作
申請受付・議案処理の中で、 ①～④の操作を行います。
次頁以降、それぞれの操作方法について説明します。

①申請の受付登録を行う

②議案を作成する

③議決結果の登録を行う

④議決結果を農地台帳へ反映する

申請書を受理する

①申請の受付登録を行う
（必要に応じて申請の修正・削除を行う）

②議案を作成する
（必要に応じて議案の修正を行う）

意見書作成(必要な場合)

総会で決議する

③議決結果の登録を行う

④議決結果を農地台帳へ反映する

業
務
イ
メ
ー
ジ

農業委員会等が本システムで行う作業 その他凡例

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ

本節では月次の総会に向けて、農地法（第3条・4条・5条・18条）や機構法（農用地利用集積等促進計画）の法令に基づ
いた申請受付および議案処理を行う場面の操作手順について説明します。
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２

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(①申請受付) （1/2）

農地法（第3条・4条・5条・18条）の申請があった場合や農用地利用集積等促進計画案の意見答申等を行う場合に、申請受付機能を利用して、受付登録を行います。

３

４

＜申請受付の流れ:申請受付-申請受付タブ＞
①申請に応じた起案を選択する。
②【申請対象】にて、「受け人」（権利設定がなければ不要）と「対象地/渡し人」を設定する。
③【申請内容】にて、申請に応じた内容を設定する。
④更新を押下する。

２

１
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5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(①申請受付) （2/2）

農地法第３条による賃借権設定の入力方法を例示します。
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まずは申請受付-申請検索タブにて、修正した
申請を選択します。

① 起案種別や受理年月日などの条件で、作
成した申請を検索します。

② 検索後、条件に合致した申請が表示され
ます。申請内容の修正は議案状態が「起
案前・起案済・許可」となっている申請
のみ修正が可能です。

③ 内容を修正したい申請をダブルクリック
します。

④ 検索した申請データをCSVで出力したい
場合、「CSV出力」をクリックします。

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(②申請内容の修正)（1/2）

申請受付で作成、または議案に登録した申請の内容を修正する方法について説明します。

３

２

１

４
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申請受付-申請修正タブに遷移します。

① 申請修正タブで修正できるのは「申
請対象」と「申請内容」となります。
起案や種別を修正したい場合は最初
から申請を作成してください。

② 申請の内容を修正します。

③ 修正完了後、「更新」をクリックし
ます。

④ 申請自体を削除したい場合は、「削
除」をクリックします。

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(②申請内容の修正)（2/2）

申請受付で作成、または議案に登録した申請の内容を修正する方法について説明します。

４ ３

２

１
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議案処理-議案作成／修正タブ-議案作成にて、
議案を作成します。

① 議案作成／修正タブを表示します。

② 議案作成ボタンを押下し、申請の検索画面
を表示します。

③ 議案に追加したい申請を起案毎、受理年月
日での範囲指定を設定することで条件をし
ぼって検索を行うことができます。検索後、
登録済みかつ起案前の申請を検索します。

④ 検索した申請全てが対象となる場合、全選
択ボタンを押下します。個別で選択する場
合は選択の□にチェックを入れます。

⑤ 実行ボタンを押下し、議案を作成します。

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(③議案作成)（1/2）

総会が開催される前までに、総会で議決を行う申請を対象に議案を作成します。総会で議決が必要な全ての申請を議案として作成
します。申請を議案として登録することで、議案書が自動的に作成されます。作成された議案書は議案作成/修正画面の処理区分
「議案修正」の「帳票出力」ボタンから印刷することが可能です。

4 5

2

１

3
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議案処理-議案作成／修正タブにて、議案を登
録します。

⑥総会回数と開催日を入力します。

⑦更新ボタンを押下し、議案を登録します。

7

6

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(③議案作成)（2/2）

総会が開催される前までに、総会で議決を行う申請を対象に議案を作成します。総会で議決が必要な全ての申請を議案とし
て作成します。申請を議案として登録することで、議案書が自動的に作成されます。作成された議案書は議案作成/修正画
面の処理区分「議案修正」の「帳票出力」ボタンから印刷することが可能です。



令和７年度 農業委員会サポートシステム 操作研修会

92

議案処理-議案作成／修正タブ-議案修正を選択
します。

①議案書を出力したい総会回数を選択します。

②「帳票出力」を押下することで議案書が出力
されます。

2

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(④議案書出力)

総会が開催される前までに、総会で議決を行う申請を対象に議案を作成します。総会で議決が必要な全ての申請を議案として作成します。
申請を議案として登録することで、議案書が自動的に作成されます。作成された議案書は議案作成/修正画面の処理区分「議案修正」の「帳
票出力」ボタンから印刷することが可能です。

１



令和７年度 農業委員会サポートシステム 操作研修会

93

① 議案処理-議案作成／修正タブの処理区分
「議案修正」にて、申請を追加する議案を選択
します。

② 画面下部にある「申請検索」ボタンを押下
します。

③ 申請検索画面が表示されますので、検索ボ
タンを押下します。
※追加する起案の種別、受理年月日から絞って
検索も可能。

④追加する申請の「選択」にチェックをいれ、
実行ボタンを押下します。

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(⑤議案への申請の追加)（1/2）
作成した議案に、別の申請を追加する方法について説明します。

2

３

４

1
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⑤ ④で追加した申請が追加されます。

⑥ 確認後、問題がなければ更新ボタンを
押下します。

５

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(⑤議案への申請の追加)（2/2）
作成した議案に、別の申請を追加する方法について説明します。

６
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① 議案処理-議案作成／修正タブの処理区
分「議案修正」にて、申請を削除したい議
案を選択します。

② 削除したい申請のある案件を選択します。

③ 選択後、画面下部の議案書内訳に②で選
択した案件の申請内容が表示されますので、
削除した申請を選択します。

④ 選択後、「行削除」ボタンを押下します。

⑤「行削除」ボタンを押下すると、確認画面
が表示されますので、OKボタンを押下し
ます。

⑥ 削除完了画面が表示されますので、OK
ボタンを押下します。

※申請を全て削除すると議案自体が削除され
ます。

１

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(⑥議案に登録した申請の削除)（1/2）
議案を登録した申請を削除する方法について説明します。

４

2

3

５ ６
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⑦ 登録した申請が削除されます。

⑧ 確認後、問題なければ更新ボタンを押下し
ます。

※申請の削除は起案状態が「起案済」「許可」
の申請のみ可能となります。

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(⑥議案に登録した申請の削除)（2/2）
議案を登録した申請を削除する方法について説明します。

７

８
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議案処理-議決結果登録タブにて、議案の一覧
を表示します。

① 議決結果登録タブを表示します。

② 総会年および総会の回数を選択します。

③ 選択された総会の議案一覧が表示されます。

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(⑦議決結果登録)（1/2）

総会後に議案の各申請に対し議決結果を登録します。総会議決結果を議案書に登録するため、該当する総会年および総会の
回数を選択し、議案の一覧を取得します。

3

２ １
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議案処理-議決結果登録タブにて、議案書内訳の
申請毎に議決結果を登録します。

④ 議決結果を登録する議案を選択します。

⑤ 総会議決結果を反映する申請を選択します。

⑥ 議案状態・許可／不許可日を選択し、登録ボ
タンを押下すると、選択した申請に反映され
ます。また、許可番号の入力も可能です。

⑦ 更新ボタンを押下し、議案を更新します。

※許可申請のうち、知事の許可を必要とする場合
は、議案状態を「進達中」に設定します。許諾後、
「許可」に変更してください。

4

5

6

7

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(⑦議決結果登録)（2/2）

総会後に議案の各申請に対し議決結果を登録します。議案書内訳の申請毎に総会議決結果を登録します。
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議案処理-議決結果台帳反映タブにて、議案の一覧
を表示します。

① 議決結果台帳反映タブを表示します。

② 総会年および総会の回数を選択します。

③ 選択された総会の議案一覧が表示されますので、
台帳へ反映したい議案を選択します。

※「許可」と登録した申請が含まれる議案のみが表
示されます。

➃ 台帳反映を行う議案書内訳の「選択」にチェッ
クを入れます。

⑤ 更新ボタンを押下し、農地台帳へ反映します。

4

5

３

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(⑧議決結果台帳反映)

総会終了後、総会で許可された申請の内容を農地台帳に反映します。議案状態を「許可」として登録した申請のみが、農地
台帳に反映されます。農地台帳への反映後、当該申請の議案状態は「完了」に自動設定されます。

２ １
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5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(⑨許可指令書等の出力方法（１/2）)   
各種申請受付を入力後、当該案件に関係する許可指令書等を出力する方法を説明します。

＜申請受付-申請書検索タブ＞
①起案種別や受理年月日などの条件で、入力済みの起案を検索する。
②許可指令書等を出力したい起案を選択し、【帳票出力】を押下する。
③申請手続関係帳票の画面が表示されるので、選択した起案に対応する帳票種別を選択する。
④申請手続関係帳票画面の【帳票出力】を押下する。

2

３

４

１
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＜帳票サンプル（農地法第３条許可指令書）＞ ＜申請手続関係帳票の一覧＞

5-1．申請受付・総会業務の全体の流れ(⑨許可指令書等の出力方法（2/2）)   
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（２）起案の中で種別が複数ある場合は、「種別」の欄で「所有権移転」「賃借権設定」「賃借権移転」などのいずれかを選択。

5-2．申請受付・議案処理における留意点

申請受付における留意点を示します。

（３）【申請受付】画面において「申請コピー」が可能。「申請コピー」をクリックすると、申請検索画面が表示される。
「議案状態が完了の既存申請」を選択するとその申請内容がコピーされるので、必要箇所のみ修正して申請受付を行える。
→利用権の更新の際に、前回の申請を選択し契約期間などの更新箇所のみを修正する、等の使い方が可能。

【申請対象タブ】
（１）起案は選択肢から選ぶほか、手入力も可能。
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5-2．申請受付・議案処理における留意点

（４）【台帳・地図補正】や【申請受付】画面において農地の権利情報の更新作業を行う際に、農地台帳に登録されていな
い農家・法人を登録するときは、「名簿」ボタンを押して表示される「人名検索」の画面の「新規登録」ボタンから登
録することができます。
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5-2．申請受付・議案処理における留意点

（５）【申請受付】画面において農地の権利情報の更新作業を行う際に、農地台帳に登録されていない法人役員・主要株主
等を登録するときは、「名簿」ボタンを押して表示される「人名検索」の画面の「法人役員・主要株主等登録」ボタン
から登録することができます。

法人を選択してからクリック
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5-2．申請受付・議案処理における留意点

（６）【申請受付】画面の受け人が設定された状態で「台帳修正」ボタンを押すと、台帳管理画面から世帯員情報の修正が
できます。
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5-2．申請受付・議案処理における留意点（賃借料の入力等について）

（７）「対象地/渡し人」欄を右にスクロールすると表示される「10aあたり賃借料」は、「農地の権利移動・借賃等調
査」の報告対象なので入力が必要です。

（８）対象地の1筆を選択して「10aあたり賃借料」等の情報を入力した後、「選択行を全行にコピー」をクリックすることで、
他の対象地にも同様の入力内容をコピーできる。入力内容が異なる農地がある場合は、コピー後に個別に入力し直せる。
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5-2．申請受付・議案処理における留意点（賃借料の入力等について）

（９）【申請対象】タブの「対象地/渡し人」欄にある「賃借料総額自動計算」をクリックすることで、【申請内容】タブ
の「売買賃借料」や「経由転貸賃借料」に総額が自動入力できる。

（個別に入力することも可能です。）

※下図は経由転貸の例
<自動計算の内容>
貸借件設定・移転 ⇒ 現況面積 × 賃借料（10a） ÷ 1,000 の合計値
所有権移転 ⇒ 売買価格の合計値
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5-2．申請受付・議案処理における留意点（賃借料の入力等について）

（10）【台帳管理】-【土地データ】-【貸借】タブ欄の「賃借料」、「賃借料（10a）」、「賃借料（1筆当たり）」（貸借、
経由転貸）は、それぞれ次の通り表示されます。

自動計算された
値が表示される

台帳画面で修正可能。申請案件の全体の賃借料（申請内容タブの「売買賃借料」）賃借料
台帳画面で修正可能。申請対象タブの10a当たり賃借料賃借料（10a）
修正不可。表示のみ。現況面積×賃借料（10a）÷1,000（小数点第1位で四捨五入）賃借料（1筆当たり）

※経由転貸の賃借料等も同様
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5-3．農地法第3条の入力方法（1/2）

【申請対象タブ】
①起案をプルダウンし、農地法第3条
（委員会）を選択、種別をプルダウン
し、内容を選択。

②受け人を「名簿」から選択。

③対象地/渡し人を「検索」から選択。

④対象地/渡し人の「賃借料」に、10
アール当たり賃借料を入力する。

【申請内容タブ】
⑤申請内容タブに遷移し、受人の耕作
状況を確認する。
受人、渡し人の申請事由等必要事項を
入力する。（任意）

１

２
３

４

５

農地法第3条の入力方法を例示します。
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5-3．農地法第3条の入力方法（2/2）

【申請内容タブ】
⑥申請内容タブに遷移し、各項目を入
力する。
・赤点線枠内が入力必須項目
・青点線枠内が入力任意項目

⑦入力内容を確認し、更新をクリック
する。

6

6

７

７

所有権移転

貸借権設定
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5-4．農地法第4条の入力方法

農地法第4条の入力方法を例示します。

【申請対象タブ】
①起案をプルダウンし、該当する農地法
4条の内容を選択する。（今回は農地法
4条（知事）を選択。）

※各内容とも入力内容は同じ。

②対象地/渡し人を「検索」から選択。

【申請内容タブ】
③申請内容タブに遷移し、各項目を入力
する。
・赤点線枠内が入力必須項目
・青点線枠内が入力任意項目

※「転用用途」は農地権利移動・借賃等
調査の連携項目。

④入力内容を確認し、更新をクリックす
る。

１

２

３

４
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5-5．農地法第5条の入力方法

【申請対象タブ】
①起案をプルダウンし、該当する
農地法5条の内容を選択、（今回
は農地法5条（知事）を選択。）
種別をプルダウンし、内容を選択。
※各起案とも入力内容は同じ。

②受け人を「名簿」から選択。

③対象地/渡し人を「検索」から選
択。

④対象地/渡し人の「賃借料」に、
10アール当たり賃借料を入力する。
【申請内容タブ】
⑤申請内容タブに遷移し、各項目
を入力する。
・赤点線枠内が入力必須項目
・青点線枠内が入力任意項目
※「転用用途」は農地権利移動・
借賃等調査の連携項目。
⑥入力内容を確認し、更新をク
リックする。

所有権移転 貸借権設定

1

２

３

４

５

６

農地法第5条の入力方法を例示します。
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5-6．農地法第１８条の入力方法

農地法第１８条の入力方法を例示します。

【申請対象タブ】
①起案をプルダウンし、該当する農地
法１８条の内容を選択。

②受け人を「名簿」から選択。
※農地法18条や利用権終了等の権利
が終了する申請受付での「受け人」は
未選択でも処理が可能です。

③対象地/渡し人を「検索」から選択。

【申請内容タブ】
④申請内容タブに遷移し、各項目を入
力する。
・赤点線枠内が入力項目
・青点線枠内が入力任意項目

⑤入力内容を確認し、更新をクリック
する。

1

2

３

４

５
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5-7．農地中間管理事業による転貸等の入力方法（農地中間管理機構名の設定）
【補助機能】-【ユーティリティ】タブの処理選択「農地中間管理機構設定」で機構名を登録できます。
機構名を登録することで【申請受付】や【台帳・地図補正】機能等の機構の入力する欄に自動で反映されるようになります。

１

①「名簿」をクリックして、農地台帳に登録している農地中間管理機構を選択し、「更新」をクリックして登録する。

【各種帳票】画面

【申請受付】画面

【台帳・地図補正】画面
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5-7．農地中間管理事業による転貸等の入力方法（所有者・機構間の契約）
農地中間管理機構により定められた農用地利用集積等促進計画に基づく農地中間管理権の設定や賃借権の設定等の内容の入力方法を例示します。
通常の利用権設定と異なり、受け人や貸借形態に「経由転貸」という言葉が付属されています。

【申請対象タブ】
①起案「農用地利用集積等促進計画の公告につ
いて（所有者・機構間契約）」を選択。

②経由・転貸人である農地中間管理機構を「名
簿」から検索して選択。

③対象地/渡し人を「検索」から選択。

④対象地/渡し人の「転貸賃借料」に、10アー
ル当たり賃借料を入力する。

【申請内容タブ】
⑤申請内容タブに遷移し、各項目を入力する。
・赤点線枠内が入力必須項目
・青点線枠内が入力任意項目

⑥入力内容を確認し、更新をクリックする。

※【議案処理機能】議決結果台帳反映まで実施。

１

２

３

５

６

４
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5-7．農地中間管理事業による転貸等の入力方法（機構・受け手間の契約）
農地中間管理機構により定められた農用地利用集積等促進計画に基づく農地中間管理権の設定や賃借権の設定等の内容の入力方法を例示します。

【申請対象タブ】
①起案「農用地利用集積等促進計画の公告につ
いて（機構・受け手間契約）」を選択。

②受け手を「名簿」から検索して選択。

③経由・転貸人である農地中間管理機構を「名
簿」から検索して選択。

④対象地/渡し人を「検索」から選択。

⑤対象地/渡し人の「賃借料」に、10アール当
たり賃借料を入力。

【申請内容タブ】
⑥申請内容タブに遷移し、各項目を入力する。
・赤点線枠内が入力必須項目
・青点線枠内が入力任意項目

⑦入力内容を確認し、更新をクリックする。

※【議案処理機能】議決結果台帳反映まで実施。

１

２ ３

４
５

６

７
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5-7．農地中間管理事業による転貸等の入力方法（所有者・機構・受け手間の一括の契約）
農地中間管理機構により定められた農用地利用集積等促進計画に基づく農地中間管理権の設定や賃借権の設定等の内容の入力方法を例示します。

【申請対象タブ】
①起案「農用地利用集積等促進計画の公告につ
いて（一括契約）」を選択。

②受け手を「名簿」から検索して選択。

③経由・転貸人である農地中間管理機構を「名
簿」から検索して選択。

④対象地/渡し人を「検索」から選択。

⑤対象地/渡し人の「賃借料」、「転貸賃借
料」に、10アール当たり賃借料を入力。

【申請内容タブ】
⑥申請内容タブに遷移し、各項目を入力する。
・赤点線枠内が入力必須項目
・青点線枠内が入力任意項目

⑦入力内容を確認し、更新をクリックする。

※【議案処理機能】議決結果台帳反映まで実施。

１

２ ３

４

６

７

５
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（参考）基盤法による利用権設定の入力方法（※旧法）

農業経営基盤強化促進法による利用権設定の入力方法を例示します。

【申請対象タブ】
①起案「基盤強化促進法第19条（農用地利用
集積計画の公告」、種別「賃借権設定」を選
択。

②受け人を「名簿」から選択。

③対象地/渡し人を「検索」から選択。

④対象地/渡し人の「賃借料」に、10アール
当たり賃借料を入力する。

【申請内容タブ】
⑤申請内容タブに遷移し、各項目を入力する。
・赤点線枠内が入力必須項目
・青点線枠内が入力任意項目

⑥入力内容を確認し、更新をクリックする。

1

２

３
４

５

6

※旧法のため令和７年度以降の新規発生はない。
過去の未入力案件を入力する場合の参考として掲載
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（参考）CSVによる一括更新補正
「議案処理ではなく、多くの筆を一括で更新したい」という場合はCSVによる一括更新も可能です。

操作方法は「操作説明資料②」を参照してください。
該当ページを以下のとおりです。

【一連の操作内容】P103～P111

【農用地利用集積等促進計画】P112～117

【農地法３条】P118～119

【農地法４条】P120

【農地法５条】P121

【農地法１８条】P122
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（参考）申請入力補正処理箇所について

【申請受付】で入力した内容が、議決結果台帳反映後に【台帳管理】画面のどの項目に反映されるかについては、「マニュ
アル・よくある質問」の「申請入力補正処理箇所について」の各種資料で、起案ごとに確認できます。

「05．農地中間管理事業関係」の一例
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同月内に一つの筆に対して、合意解約と利用権設定が同時に行われる場合などの際の入力方法について説明します。

5-8．同一筆に対する多重申請の入力方法

①同月内に一つの筆に対して、合意解約と利用権設定が同時に行われる場合、まずはP113にある解約の申請内容を入力します。

②入力後、対象地を①と同じ土地を選択し、P115～117のような権利設定の申請内容を入力します。

③入力完了後、更新ボタンを押下すると下記メッセージが表示されます。問題なければOKボタンを押下します。

④OKボタン押下後、②の申請内容が登録されます。

⑤登録後、P90～91での議案の作成、またはP93～94での議案への申請追加を行い、議決処理を行います。

⑥議決結果登録を行い、議決結果を台帳に反映する（P99）際は、先に行われる処理から順に選択し、「更新」を押して台帳に
反映してください。（上記の例では①の合意解約を先に台帳反映し、その後②の権利設定を台帳反映する。）
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5-9．起案の状態回復方法（1/3）

議決結果台帳反映まで実施後（議案状態が「完了」）、申請内容・議決結果等に誤りがあった場合、議案状態を「起案済み」に戻
して修正・削除できます。申請受付-申請修正タブ、または議案処理-議案修正タブにある「状態回復」ボタンを押下し、議案状態を
変更できます。各タブで状態回復ボタンを押下後、確認画面が表示され、OKボタンを押下後起案状態が「起案済」に変更されます。

申請受付-申請修正タブ

起案済みとなる
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5-9．起案の状態回復方法（2/3）

議案処理-議案修正タブから状態回復をする場合も「状態回復」ボタンを押す。

議案処理-議案修正タブ

起案済みとなる
完了となって
いる
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確認画面のOKボタンを押下後、下記画面が表示されます。議案状態を変更した内容は農地権利移動借賃等調査データは残った
ままとなりますので、該当調査データを【申請受付-農地権利移動・借賃等調査】タブで削除し、再度議案処理を行う必要があ
ります。

状態回復を行った土地には履歴が作成されます。追加ボタンをクリックし、履歴を確認できます。

議決結果台帳反映まで実施後（議案状態が「完了」）、申請内容・議決結果等に誤りがあった場合、議案状態を「起案済み」に戻
して修正・削除できます。申請受付-申請修正タブ、または議案処理-議案修正タブにある「状態回復」ボタンを押下し、議案状態を
変更できます。各タブで状態回復ボタンを押下後、確認画面が表示され、OKボタンを押下後起案状態が「起案済」に変更されます。

5-9．起案の状態回復方法（3/3）
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6．実務操作_地図の操作方法
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レイヤの表示を変えることでその時々の条件にあった地図の作成ができます。

6-1．地図の活用方法①（地図のレイヤ設定）

たとえば農地区画、地
形図のみをONにし、白
地図として利用できる。

「ON/OFF」をクリックで切り替えられる

左右にスライドすることで透過度を変更できる

ドラッグして上下に移動させることでレイヤの
表示順を入れ替え可能
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地図のスタイル設定（色分け、模様分け、ラベル表示）ができるレイヤは５種類。地図の整備状況に応じて使い分けてください。

（参考）地図の色分け等ができるレイヤの種類

地図のスタイル設定について補足概要レイヤ

・農地地図がピン情報のみの農業委員
会等は農地区画の色分け、模様分けが
できない

・区画情報がない農業委員会等がある
・農業委員会等で更新していない場合、農地区画、ピン情報が古い場
合がある

・これまで農地情報公開システムならびにサ
ポートシステムで利用してきた農地区画、ピン
情報

農地
区画

・農地地図がピン情報のみでも紐づけ
地図の色分け、模様分け、ラベル表示
が可能

・区画を表示するには、農地台帳と地図データの紐づけ作業が必要
・R4年度以降、農水省の紐づけ事業で作成
・紐づけ地図管理Webで管理される紐づけ地図
と農地台帳が持つ地番を照合し、完全一致した
もののみを抽出した地図データ

紐づけ
地図

・農地地図がピン情報のみでも区分地
図の色分け、模様分け、ラベル表示が
可能

・紐づけ地図および農地区画と組み合わせて、従来通り内地番分割
（貸付分割等）や仮地番の情報を管理可能

・農業委員会等が管理していた内地番分割（貸
付分割等）や仮地番の情報を管理

区分
地図

・農地地図がピン情報のみでも筆ポリ
ゴンの色分け、模様分けが可能

・現地測量等を未実施で、機械的に台帳と筆ポリゴンを紐づけている
ため現状と異なる可能性あり（ただし、異なる場合は筆ポリゴンと紐
づく台帳の修正が可能）
・目標地図素案を作成する際の地図として選択することは非推奨

・空中写真をもとに耕作地の大まかな位置を示
した地図

筆ポリ
ゴン

※目標地図（現状）レイヤについては、操作説明資料⑤（目標地図（素案）作成機能）を参照

農地区画（青） 紐づけ地図（桃）、区分地図（赤） 筆ポリゴン（黒）
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農業委員会サポートシステム、ワンデスクシステム、現地確認アプリ、eMAFF農地ナビで利用できるレイヤは下記の通り。

（参考）各システムで利用できるレイヤについて

備考利用できる地図システム・アプリ名

レイヤのOn/Offを切り替えることですべて表示、利用可能。
初期表示は地図利用設定で設定した主題図（農地区画＋区分地図又は紐づけ地図＋区分地図）が表示
される。

農地区画、紐づけ地図
区分地図、筆ポリゴン農業委員会サポートシステム

農業委員会サポートシステムの「地図利用設定」-「●地理情報共通管理システムの地図利用設定」で
“表示させる”を選択した場合、主題図に設定したポリゴンが表示される。
“表示させない”とした場合は、ピン情報のみが表示される。

農地区画＋区分地図
又は
紐づけ地図＋区分地図

現地確認アプリ

農業委員会サポートシステムの「地図利用設定」-「●地理情報共通管理システムの地図利用設定」で
“表示させる”を選択した場合、主題図に設定したポリゴンが表示される。
“表示させない”とした場合は、ピン情報のみが表示され、代わりに筆ポリゴンが表示される。
※紐づけ地図のうち、自治体提供の地番図ではなく登記所備付地図（地図XML）をベースに作成され
た地図のポリゴンのみを表示する設定も行える。

農地区画＋区分地図
又は
紐づけ地図※＋区分地図

（又は筆ポリゴン）

eMAFF農地ナビ

―紐づけ地図ワンデスクシステム

地図利用設定画面→
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6-2．農業委員会サポートシステム等の「主題図」の切り替え

農業委員会サポートシステムや現地確認アプリ、eMAFF農地ナビで表示する地図データ（以降、主題図という）を「農地区画」または「紐
づけ地図」に切り替えることができます（2023年7月に機能実装）。※本機能は「システム管理者」のみが行える操作です。

【主題図の切り替え手順】

①【補助機能】-【地図利用設定】タブの主題図の設定欄で、
主題図にする地図にチェックを入れる。

②「更新」ボタンをクリック。

農業委員会サポートシステムは即時（再ログインが必要
な場合有）、現地確認アプリ・eMAFF農地ナビは原則翌
日８時頃に切り替えた主題図が反映される。

※主題図は、
農地区画＋区分地図

または
紐づけ地図＋区分地図

で構成されます。

農地地図、紐づけ地図の
それぞれの紐づけ率が表示

※主題図切り替えには多くのデータ連携が必要なため、
頻繁な切り替え作業は控えてください

１

２
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6-3．農地ポリゴン情報（区画情報）の利用設定を行う(1/2)

（１）農地ポリゴン情報（区画情報）を利用する関係機関の設定、（２)農地ポリゴン情報の他システムへの連携設定を行
います。【補助機能】-【地図利用設定】で作業を行います。 ※本機能は「システム管理者」のみが行える操作です。

(1)農地ポリゴン情報を利用する（農業委員会サポートシステムで表示する）
関係機関の設定

①「●農業委員会サポートシステムの地図利用設定」で、「農地地図」と
「紐づけ地図」のそれぞれで、ポリゴン情報の利用を可とする関係機関に
チェックを入れます。

〈関係機関〉
・都道府県庁
・都道府県農業会議
・農地中間管理機構
・全国農業会議所

②チェックをつけた後、「更新」をクリックします。

１

２
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6-3．農地ポリゴン情報（区画情報）の利用設定を行う(2/2)

（１）農地ポリゴン情報（区画情報）を利用する関係機関の設定、（２)農地ポリゴン情報の他システムへの連携設定を行
います。【補助機能】-【地図利用設定】で作業を行います。 ※本機能は「システム管理者」のみが行える操作です。

（２)農地ポリゴン情報の他システムへの連携設定

①「●地理情報共通管理システムの地図利用設
定」で利用可能とする他システムにチェックを入
れます。

他システムの利用者
現地確認アプリ:農業委員、最適化推進委員
eMAFF農地ナビ:一般の方

②チェックをつけた後、「更新」をクリックしま
す。
P129で設定した主題図のポリゴンが他システムで
表示されます。

※初期状態ではチェックがついていません。

２

現地確認アプリで農地ポリ
ゴン（区画情報）を表示さ
せるためにはチェックを入
れてください。

１

eMAFF農地ナビにポリゴン情報を「表示させない」と設定した
場合に設定する項目。紐づけ地図のうち、農林水産省が用意し
た登記簿情報から作成された地図（登記簿地図）の部分のみポ
リゴン情報をeMAFF農地ナビに表示する場合に設定します。
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6-4．区分地図の使い方
「区分地図」レイヤは紐づけ地図とともに2023年4月に追加されました。農地台帳において、内地番や仮地番、課税分割
など、登記情報によらずに分割して管理している筆の境界情報を地図画面で管理できるようにするためのレイヤです。

農地区画のみ<区分地図の表示例>

農地区画＋区分地図 紐づけ地図＋区分地図

紐づけ地図のみ
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6-4．区分地図の使い方
区分地図は、次の方法で作成できます。

①農地区画や紐づけ地図から複製して作成
②【台帳・地図補正】-【農地補正】タブの【貸付分割】、【貸付解除】の操作時に作成
③地図管理画面で一から作図して作成

地図管理画面の【図形編集】→【区分地図編集】→【入力】をクリックし、地図画面内で作図する。

スタイル適用（色分け、模様分け）の仕方
地図の色分けを行う際、紐づけ地図だけでスタイル設定・適用を行うと、区分地図で管理している土地は

色分けがされません。この場合、紐づけ地図（又は農地区画）と区分地図の両方でスタイル設定・適用を行
う必要があります。

３

紐づけ地図のスタイル設
定・適用のみを行うと、区
分地図には色が塗られない。

左図に加えて区分地図のス
タイル設定・適用も行った
状態。

P76参照
P80参照
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6-5．地図の活用方法②（地図の色分け、模様の設定）
条件ごとの地図の色分け、模様を表示するための設定方法を説明します。
①【地図管理】-【管理】タブの「スタイル設定」から設定する地図を選択し、どのような条件で色分け・模様分けをするか設定します。
②「スタイル設定」で設定した色分け・模様分けは、【地図管理】-【スタイル適用】タブでの操作により地図上に表示できます。

１２
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6-5．地図の活用方法②（地図の色分け、模様の設定）
【地図管理】-【管理】タブの「スタイル設定」で、色分けする地図を選択し、どのような条件で色分け・模様分けをするか設定します。
色分け・模様分けは、「農地区画」「紐づけ地図」「区分地図」「筆ポリゴン」「目標地図（現状）」の５種類のレイヤでそれぞれ設定するこ
とができます。
①新しい色分けや模様分けする条件を作成する場合、は をクリック。
②新規作成される項目欄（オレンジ色）に名称を入力。
③「色分け」や「模様分け」の基準となる項目を選択。
④地図上に表示する条件の項目設定を行う。条件ごとに任意の色・模様を選択。項目を追加する場合は をクリック。
⑤設定を完了後、「適用」ボタンをクリック。

※なお、「農地区画」地図がピン情報のみの農業
委員会等ではピンでの色分け、形状変更の設定
が可能です。

４

条件の項目毎に
任意の模様を選択。

２

１
３

４

※

５

２

条件の項目毎に
任意の色を選択。

※個別に色分けしたい
農地を選択して色を設
定することも可能
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１

２

３

２

1

地図上への条件ごとの色分け、模様の表示の方法を説明します。
【地図管理】-【スタイル適用】タブで、「農地区画」「紐づけ地図」「区分地図」「筆ポリゴン」「目標地図（現状）」の５種類のレイヤ
でそれぞれ色分け・模様分けを行えます。
①色分け、模様分けを行いたいレイヤを選びます。
②「スタイル設定」で設定した色分け、模様分けの条件を選択します。
③「適用」をクリックすると、地図管理画面上に色分け、模様分けが表示されます。

6-5．地図の活用方法②（地図の色分け、模様の設定）
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地図上に農地の情報をラベル表示するための設定、表示方法について説明します。
ラベルは「農地区画」「紐づけ地図」「区分地図」「筆ポリゴン」「目標地図（現状）」の５つのレイヤそれぞれに設定することができます。

①【地図管理】-【管理】タブの「スタイル設定」から ラベルを表示したいレイヤを選択します。「ラベル」タブを選択し、 をクリック
して新しいラベルを作成します。

②ラベルの文字の大きさやフォント、色、表示位置の設定を行います。
③ラベルは５つまで表示可能であり、増やす場合は をクリック。
➃設定完了後、「適用」をクリックします。
⑤【地図管理】-【スタイル適用】タブでラベルを表示するレイヤを選択し、ラベル表示する設定を選んで「適用」クリックし地図上に表示。

6-6．地図の活用方法③（ラベル設定）

３

４

１

２
５
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現地確認等を行うための地図を出力する方法について説明します。

6-7．地図の活用方法④（地図の印刷設定）

①【地図管理】-【印刷】
タブをクリックすると、
地図上に印刷設定画面と
現在の縮尺での印刷範囲
が表示されます。

②現在の画面縮尺と印刷時
の縮尺が表示されます。
印刷時の縮尺は手入力で
も設定可能です。

③現在の地図上の縮尺でピ
ン・ポリゴンが表示され
るか確認ができます。

※ピン・ポリゴンの表示、
ラベルの表示は概ね
13,000分の1まで表示
できます。

➃印刷時に方位記号や色分
けの凡例等を表示設定を
行います。

１

２

３

４

１
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現地確認等を行うための地図を出力する方法について説明します。

6-7．地図の活用方法④（地図の印刷設定）

⑤「テンプレート」で印刷
サイズを選択します。印
刷サイズはA０～A４サ
イズから選択が可能です。

⑥設定終了後、PDF出力か
画像出力を選択し、地図
を出力します。

⑦出力が完了した地図は、
右端の「通知」欄からダ
ウンロードできます。

５

６

７
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6-7．地図の活用方法④（地図の印刷設定）

A0印刷を行う場合、「分割印刷テンプレート」で指定した印刷用紙のサイズに合わせて分割し印刷することができます。
たとえばA4サイズを選択すれば、A0サイズの印刷範囲をA4サイズに16分割して印刷できます。
→印刷後に貼り合わせることでA0サイズの地図を用意できます。

赤い実線のとおり
に分割して印刷で
きます。
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6-7．地図の活用方法④（地図の印刷設定）

（留意点）
印刷を行う際、農業委員会サポートシステムを開いているブラウザの画面倍率を100％にしてください。
画面倍率が小さい状態のまま印刷を行うと、本来右下に表示されるクレジットが地図中に表示されてしまいます。

倍率100％時 倍率70％時

クレジットが地図中に
表示されてしまう
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7．台帳情報の提供・公開制限
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台帳管理-世帯員／構成員データタブで以下の
操作を行い、注意区分を更新します。

① 台帳検索を行い、世帯員／構成員データタ
ブで対象の個人情報を表示します。

② 非公開とする個人情報の注意区分にチェッ
クを入れます。

③ 更新ボタンを押下し、台帳を更新します。

※注意区分がチェックされている場合、その世
帯員は赤色で表示される。

※注意区分に設定されている世帯員に関する帳
票（耕作証明や農地台帳等）を出力した場合、
下図の注意メッセージが表示されます。

1

2

3

7-1．DV等注意区分対象個人の非提供設定を行う

特定の者の個人情報を農業委員会以外に提供しない場合、注意区分にチェックを入れてデータを更新します。注意区分にチェックを入れた
場合、個人を特定する情報は提供されませんが、土地に関する情報は提供されます。(紐付く個人情報欄は空白となります)
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８．eMAFF農地ナビに農地情報を公開する
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8-1．公開承認される農地を確認する

公開承認される農地を地図管理画面で確認します。

①地図管理を表示し、レイヤ一覧の「公開前」を「ON」にする。（デフォルトで「OFF」設定）
②紫色に塗られ、ピンが青い箇所が公開情報が変更される農地となります。
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8-2．公開承認を行う（農業委員会のタイミングで公開承認する）

eMAFF農地ナビに農地情報を公開します。公開承認の方法は2パターンあります。
（１）農業委員会等のタイミングで公開承認をする。（２）毎日自動的に公開承認されるよう設定する。
※本機能は「システム管理者」のみが行える操作です。

公開承認の方法は2パターンあります。

（１）農業委員会等のタイミングで公開承認を
する。

【補助機能】-「公開/連携承認設定」を開く。
①赤枠「公開を承認する」にチェックを入れる。
②「更新」ボタンをクリック。
③下記メッセージが表示されるので、OKをク
リック。
※eMAFF農地ナビに承認結果が反映されるのは
翌日となる

③

①

②
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8-2．公開承認を行う（自動で公開承認されるよう設定する）

eMAFF農地ナビに農地情報を公開します。公開承認の方法は2パターンあります。
（１）農業委員会等のタイミングで公開承認をする。（２）毎日自動的に公開承認されるよう設定する。
※本機能は「システム管理者」のみが行える操作です。

（２）毎日自動的に公開承認されるよう設定す
る。

【補助機能】-「公開/連携承認設定」を開く。
①赤枠「公開を自動で承認する」にチェックを
入れる。
②「更新」ボタンをクリック。
③下記メッセージが表示されるので、OKをク
リック。
※eMAFF農地ナビに承認結果が反映されるのは
翌日となる

③

①

②
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8-3．公開されている農地を確認する

インターネット公開されている農地を地図管理画面で確認します。

①地図管理を表示し、レイヤ一覧の「農地ナビ」を「ON」にする。（デフォルトで「OFF」設定）
②ピンが赤く表示されている箇所が公開されている（された）農地となります。
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8-4．インターネットでの公開を停止する

インターネットでの公開を停止する方法は下記の３つとなります。
（１）台帳管理画面で該当地の公開を停止する
（２）地図管理画面で該当地を選択し公開を停止する
（３）「台帳・地図補正」の土地データCSV一括更新で公開停止農地を一括で選択する

（１）台帳管理画面で該当地の公開を停止する
方法

（２）台帳管理- 土地データ ₋ 「登記/相続
等」で「インターネットの公開を停止する」に
チェックを入れて更新。

※本作業後、P146の公開承認作業を行うと、
翌日eMAFF農地ナビに反映されます。
（自動承認の場合は公開承認作業不要）
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8-4．インターネットでの公開を停止する

インターネットでの公開を停止する方法は下記の３つとなります。
（１）台帳管理画面で該当地の公開を停止する
（２）地図管理画面で該当地を選択し公開を停止する
（３）「台帳・地図補正」の土地データCSV一括更新で公開停止農地を一括で選択する

（３）「台帳・地図補正」の土地データ
CSV一括更新で公開停止農地を一括で選
択する

①【台帳・地図補正】- 一括更新補正
で処理選択「土地一括更新」を選択。

②「出力」をクリック。

③P151のCSVの保存後、「CSVファイ
ル取込」を選択し、CSVを取り込む。

※本作業後、P146の公開承認作業を行
うと、翌日eMAFF農地ナビに反映されま
す。
（自動承認の場合は公開承認作業不要）

①

②

③
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8-4．インターネットでの公開を停止する

インターネットでの公開を停止する方法は下記の３つとなります。
（１）台帳管理画面で該当地の公開を停止する
（２）地図管理画面で該当地を選択し公開を停止する
（３）「台帳・地図補正」の土地データCSV一括更新で公開停止農地を一括で選択する

①

① MU列「公開停止フラグ」をすべて
「１」にする
② 保存したCSVファイルを取り込む
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９．その他の各種機能
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9-1.  土地データをCSVで出力する

【補助機能】-「ユーティリティ」の処理選択「土地デー
タCSVファイルの出力」を選択します。

本機能では出力時点での全ての土地データに関する農地
台帳情報は出力されます。

・市町村検索や大字/小字で土地を絞らない場合は当該農
業委員会の農地台帳で管理されている全ての農地が出力
されます。

・必要に応じて出力するCSVの区切り文字列や文字コー
ドを設定します。

・出力条件設定後、「CSV出力」を選択します。

農業委員会サポートシステムに登録されている農地（土地）データを一括で出力する方法をご紹介します。
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9-1.  世帯員データをCSVで出力する

【補助機能】-「ユーティリティ」の処理選択「世帯員
データCSVファイルの出力」を選択します。

本機能では出力時点での全ての世帯員データに関する農
地台帳情報は出力されます。

・市町村検索や大字/小字、農事組合等で世帯員を絞らな
い場合は当該農業委員会の農地台帳で管理されている全
ての世帯員が出力されます。

・必要に応じて出力するCSVの区切り文字列や文字コー
ドを設定します。

・出力条件設定後、「CSV出力」を選択します。

農業委員会サポートシステムに登録されている世帯員データを一括で出力する方法をご紹介します。
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9-1.  農家/法人経営データをCSVで出力する

【補助機能】-「ユーティリティ」の処理選択「経営デー
タ_生産物、農機、施設一覧出力」を選択します。

本機能では出力時点での全ての農家/法人経営データに関
する農地台帳情報は出力されます。

・市町村検索や大字/小字、農事組合等で農家/法人を絞
らない場合は当該農業委員会の農地台帳で管理されてい
る全ての農家/法人が出力されます。

・必要に応じて出力するCSVの区切り文字列や文字コー
ドを設定します。

・出力条件設定後、「CSV出力」を選択します。

農業委員会サポートシステムに登録されている農家/法人データを一括で出力する方法をご紹介します。
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9-1.  面積別の農家/法人一覧をCSVで出力する

【補助機能】-「面積別農家一覧出力」を選択します。
本機能では面積別に農家/法人が一覧で出力されます。
※地目毎の所有面積や経営面積等を確認できます。

・市町村検索や大字/小字、農事組合、経営面積等で出力
した農家/法人を絞ることができます。

・必要に応じて出力するCSVの区切り文字列や文字コー
ドを設定します。

・出力条件設定後、「CSV出力」を選択します。

経営面積別などで農家/法人ごとに一括で出力する方法をご紹介します。
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9-2.  貸借終期を迎える土地を確認する（ホーム画面）

30日以内に終期を迎える、すでに終期を
迎えている土地が存在している場合、
ホーム画面の「連絡事項」で確認できま
す。

※適用法（農地法3条、農地法5条、機構
法等）にかかわらず上記に該当する土地
があれば表示されます。

※詳細は土地農家詳細検索での確認とな
ります。
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①終期を当月か翌月に迎える場合、「よ
くある検索条件」で「今月終期を迎える
貸借地」か「来月終期を迎える貸借地」
を選択します。

②旧基盤法で利用権が設定されている農
地のみ表示する場合、以下の検索条件と
なります。

種類:土地
条件項目:「貸付適用法コード」
比較演算子:等しい
条件値:基盤強化促進法利用権

③検索をクリックすると該当する土地が
表示されます。

9-2．貸借終期を迎える土地を確認する（「よく使われる検索条件」で検索する場合）

①

②

③

条件項目で「貸付適用法」が表示され
ない場合、「詳細設定」で条件の
「49:貸付適用法」を選択し、更新。
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9-2．貸借終期を迎える土地を確認する（終期を検索条件で指定する場合）

①条件項目を左図のように設定します。
今回は令和７年３月に旧基盤法の利用権が終了する農
地を抽出します。

１）条件項目:「貸付終了YMD」
比較演算子:以上
条件値:R07.３.1（2025/3/1で入力も可）

２）条件項目:「貸付終了YMD」
比較演算子:以下
条件値:R07.3.31（2025/3/31で入力も可）

３）条件項目:「貸付適用法コード」
比較演算子:等しい
条件値:基盤強化促進法利用権

※論理演算子は「AND」

②検索をクリックします。

③結果表示後、全ての行を選択し、右クリック。
全選択は一番上の行をクリックし、一番下の行まで

スクロール。shiftボタンを押して、一番下の行をク
リックすると全選択となる。
・台帳地図補正で行う場合は「台帳地図補正」を選択。
・申請受付～議案処理の場合は「申請受付」を選択。

①

②

③
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9-3．利用権の終了通知を出力する

各種帳票-「台帳/一覧/通知書」で行います。

①種別「利用権を設定した農地の終期・更新の通知
受け手用（貸し手用）」を選択します。

②出力先の条件を設定します。

③出力する土地の貸借の条件を設定します。
令和７年の3月に終期を迎える場合は左図のよう
に入力する。

④通知書に表示させる出力項目（発出番号や通知年月日、
更新等の確認の締め切り日）を設定します。

⑤帳票出力をクリックし、通知書を出力します。

※②～④は必要に応じて設定ください。

⑤

貸し手用も出力可能。

①
②

③

④
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9-4.  担い手へ集積されている農地を出力する
担い手に集積されている農地の検索方法は下記となります。

【土地農家詳細検索】- よく使われる検索条件の「担い
手経営体の経営地（耕作地）」を選択します。

・「担い手等区分」に設定されている農家/法人（認定農
業者、認定新規就農者、基本構想水準到達者、集落営農
経営（特定農業団体・集落営農組織）」が耕作している
農地が検索されます。

※条件を指定して検索も可能ですが、CSVで出力後、
ソート機能で確認したい条件で絞るのが効率的です。
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前提条件→農業委員会サポートシステム上で農家/法人データの「担い手等区分」の設定が必要

9-4.  担い手へ集積されている農地を出力する
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9-5.  農家戸数、農地面積を出力する

【統計機能】-「基本統計」を
クリックします。

農家戸数は「農家基本統計」
をCSV出力して確認できます。

農地面積は「農地基本統計」
をCSV出力して確認できます。
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9-6．営農型太陽光の台帳での管理例（1/3）
営農型太陽光パネルを設置する際、一筆の土地に以下の３つの権利設定が必要となる。

①耕作部分
②支柱部分（農地法第５条の農地転用）
③地上権部分（農地法第３条の地上権設定）

農業委員会サポートシステムでは、一筆の土地に２つ以上の権利情報を登録できないため、複数の権利情報を管理するためには、土地を「貸
付分割機能」で３つに分けて、それぞれについて権利設定を行う必要がある。

※留意点
・総会の議案作成のとき、該当の土地の面積は「登記簿面積（内訳）」から転記されるため、地上権については面積が「０」の状態で議案書
が作成されてしまう。
→該当の箇所について、Excelファイルに手入力で直す必要がある

<例>耕作面積1,140㎡の農地に4本の支柱（10㎡/本）で800㎡の太陽光パネルを設置する。

議案書への記入面積台帳上の管理

-1,100㎡（1,140㎡-10㎡×4）耕作地

5条転用、40㎡40㎡（10㎡×4）支柱（転用部分）

3条地上権、800㎡
※地上権設定の議案書に
は面積を入力する必要が
ある

0㎡（耕作地無しのため）太陽光パネル（地上権）
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9-6．営農型太陽光の台帳での管理例（2/3）
<操作の流れ＞【台帳・地図補正】-【農地補正】-【貸付分割】
① 該当の土地を3つに分割。
（② 区分を耕作部分（空白）、支柱、地上権に分ける）←台帳画面で確認しやすくするための入力であり、必須の作業ではない）
③ 登記簿面積（内訳）に支柱の面積を入力、地上権は「０」にする
④ 「地図も同時に更新する」のチェックは外す
⑤ 太陽光パネルの面積はメモ欄に入力して管理

１

２ ３

４

５
６

⑥ 問題なけれ
ば更新。「登
記簿面積の合
計が一致しま
せんがよろし
いですか?」
とメッセージ
がでるが
「OK」で問
題ない。
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9-6．営農型太陽光の台帳での管理例（3/3）
<分割後の台帳画面＞
3筆に分割した後、支柱部分、地上権設定部分それぞれについて、【申請受付】～【議案処理】や【台帳・地図補正】-【権利補正】、【台
帳・地図補正】-【一括更新補正】（CSV一括更新）の操作により権利情報の更新を行う。
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業務別キーワード索引

１．農地の権利移動等

農地法３条 ①56,57,②118-119
転用、農地法４・５条 ①61,77-80,111-112

②120-121
農用地利用集積等促進計画 ①58-60,114-117

②112-117
⑥全般

解約、農地法18条 ①62-63,②122
農用地利用集積計画（旧法）①58,60,118

②123
利用権の終期・更新通知 ①157-160
農地台帳の出力 ①19,52
閲覧用農地台帳 ①53
耕作証明願 ①50

２．農地台帳の整備と公表

台帳検索 ①16-21,22-25
現況地目 ①64
農振法区分 ①66-67
国籍情報 ①36-38
分筆 ①71-76
貸付分割 ①77-80
経営意向の入力 ④全般
ワンデスクによる意向把握 ④46-60
eMAFF農地ナビへの公表 ①144-151
住基・固定資産台帳との照合 ③全般

３．地図の整備と公表

地図の作成 ①28,132-133
農地地図、紐づけ地図 ①127-130
eMAFF農地ナビへの公表 ①144-151
色分け、模様 ①134-136,⑤33-36
ラベル ①137
印刷 ①138-141,⑤61-69
区分地図 ①127-129,132-133

４．遊休農地対策

利用状況調査 ②5-20
利用意向調査 ②21-23
非農地通知 ②24-27
所有者等を確知できない旨の通知 ②28
農地中間管理機構への通知 ②28
農地中間管理機構との協議勧告 ②28
遊休農地の発生・解消状況に関する調査表 ②29
現地確認アプリ ②33-101

６．地域計画

目標地図素案作成・編集 ⑤3-60
目標地図の変更素案 ⑤76-91
地域計画データの出力 ⑤75

7．知っていると便利な機能

担い手等区分の入力 ①162
担い手へ集積されている農地を出力 ①161-162
土地データCSV ①153
世帯員データCSV ①154
経営体データCSV ①155
面積別農家・法人一覧CSV ①156
農家戸数・農地面積の出力 ①163
営農型太陽光の台帳管理例 ①164-166

※①～⑥は操作説明資料のNo（例えば⑤50であれば、操作説明資料⑤のP50掲載を意味する）


